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■ 第 2 部 パネルディスカッション 
 

  コメント 

   土田 武史（早稲田大学商学部教授） 

討  論 

   宮本 太郎（北海道大学大学院法学研究科教授） 

   一圓 光彌（関西大学政策創造学部教授） 

   加藤 智章（北海道大学大学院法学研究科教授） 

   松本 勝明（北海道大学公共政策大学院教授） 

司  会 

   佐藤 雅代（関西大学経済学部教授・HOPS 研究センター研究員） 

 

 

司会（佐藤）： 

休憩時間もやはり一瞬のように過ぎて

いくということで、すでに時間をオーバ

ーしておりますが、この後の時間も先生

方のお話も目一杯聞いていただくために

も、早速ですが、後半をスタートさせて

いただきたいと思います。 

後半はすぐパネルディスカッションで

はないかと思われた方もおられると思い

ますが、本日は早稲田大学の土田武史先

生より 4 報告についてのコメントという

ことで、やはり25分間頂戴したいと思い

ます。この 4 報告をまとめるのは大変か

と思いますが、土田先生の切り口という

ことで聞いていただきつつ、後半のディ

スカッションに思いをはせていただきた

いと思います。 

では土田先生、どうぞよろしくお願い

いたします。 

 

●コメント 

土田： 

早稲田大学の土田です。今日はこうい

う機会を与えていただきまして、どうも

ありがとうごいざいました。 

今回 4 人のご報告があり、これをどう

やってコメントしようかと迷ったのです

が、先日松本さんからいただいた趣意書

のなかに、今回のシンポジウムの趣旨と

して、「社会保障の機能強化と財源確

保」ということが書かれていましたので、

その二つの角度から整理してみようと思

いました（■「コメントの視点」）。 

最初の「社会保障の機能強化」につい

ては、2008年の社会保障国民会議や、税

と社会保障の一体改革のなかでも取り上

げられています。その内容はほとんど宮

本先生から借りたものになってしまうか

もしれませんが、就労スタイルが多様化

し、就労を通じて生活保障システムが最

近、壊れつつあることに対して、それを

補完するために社会保障の強化が求めら

れているが、それはどうか、という点が

一つです。 

それから、もう一つは社会保障の機能

強化を図っていく場合に、当然、財政対
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応が必要になってきますが、どういう財

政対応をしようとしているか、またそれ

は単に財政対応だけではなくて、それに

伴って社会保障システムも変わっていく

ということになりますが、どのように変

わっていくのか。この二つの点から眺め

てみようと思いました。 

まず、就労を通じての生活保障、ヨー

ロッパ社会を見た場合にいずれの国も強

化していますが、そこには二つの側面が

あると思います（■「就労面での生活保

障策」）。一つは就労要求に焦点をおいた

対策と、もう一つは職業訓練に重点を置

いた対策に区分して見ることができるだ

ろうと思います。 

就労要求を強化するという政策として

は、ドイツの「ハルツ改革」があげられ

ます。改革は I から IV まであり、IV が

最も強力な対応で、失業扶助と公的扶助

を統合して失業手当 II というものを設

けました。そこでは労働能力のない者に

対しては公的扶助を適用していく一方、

労働能力のある者に対しては、かなり強

力な個人的なアドバイザーを置いて就労

促進を図っていくというものです。その

場合には長期雇用、あるいはパーマネン

ト雇用だけではなくて、ミニ・ジョブ的

な仕事のあっせんも行われ、とにかく、

どういう仕事でもいいけれど就労すれば

それに対応した生活保障を行っていくと

いう政策です。 

もう一つの職業訓練ですが、スウェー

デンのフレキシキュリティがあげられま

す。日本ではアクティベーションという

名称で紹介されさていますが、ドイツの

政策もアクティベーションの一つだとい

う言い方もあるものですから、混同しな

いために、フレクシキュリティという言

葉を使います。ここでは生産性あるいは

効率の低い産業の就労者を解雇していき、

解雇された者に対しては失業保険で所得

保障をしっかりしつつ新たな職業につく

ために職業訓練をしていくという対応が

行われています。 

今回の 4 カ国をみた場合に、イギリス

は職業訓練もやっていると思いますが、

どちらかと言えば就労促進のウエイトが

大きいし、フランスなどは非正規失業者

に対して基金を設けて職業訓練などをや

っていますね。そういう点からみればス

ウェーデンに近いかな、ということです

が、いずれにしても２つの政策が見える

ということです。 

そういうことを一応、踏まえた上で財

源対策を見ていきたいのですが（■「財

源確保策の変化（１）」）、従来の型を簡

単に振り返ってみますと、ドイツ、フラ

ンスは能力主義であり選別主義で、いわ

ゆるビスマルク型と言われていますが、

社会保険方式が中心で保険者が当事者自

治を中心にして運営していくとパターン

でした。 

もう一方のイギリス、スウェーデンは

平等主義、普遍主義が理念になっていて

税方式中心で、中央政府、スウェーデン

の場合は地方政府がかかわってきますが、

そういうところが運営管理するというこ

とで、かなり対照的な類型化ができてい

たと思います。 

ところが、最近の変化がいくつか見ら

れるわけですが（■「財源確保策の変化

（２）」）、今日のお話のなかにたくさん出
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てきましたように、フランスやドイツで

は、社会保険に対して税を導入するとい

うことがかなり顕著に見られるようにな

っています。ドイツの場合は松本先生の

お話がありましたように、医療保険にお

いて国庫補助をしており、その場合の一

つの理屈づけとしては母性保護など社会

保険になじまないものについては、国が

直接、税を入れて負担しているという内

容の改革が進んでいます。年金保険につ

いては環境税などによる国庫負担が入っ

ているということでした。 

フランスについては有名な CSG（一

般社会拠出金）があげられます。これは

加藤先生の訳語で、先ほどは「福祉目的

税」という言葉を使っておられましたが、

同じものです。それを導入し、なおかつ、

先ほどの医療保険の普遍化というなかで

付加率の引上げが指摘されておりました

が、対象範囲を拡大するということが行

われていました。いずれにしても、本来、

社会保険料によって賄われていたものに

対して税負担、税の導入が見られるとい

うことが一つの変化です。 

もう一方、これはスウェーデンの年金

改革としてよく知られていることですが

（■「財源確保策の変化（３）」）、税方式

による基礎年金を廃止して社会保険方式

による所得比例年金を導入したことがあ

げられます。税方式の国において社会保

険方式が導入されたというのはフランス、

ドイツとは逆のかたちになります。 

また、税方式をとっている国について

も、いわゆるクレジット方式が入ってき

ているという変化がみられます（■「財

源確保策の変化（４）」）。イギリスの場

合は、先ほど一圓先生が報告で詳しく述

べておられましたが、いろいろな個別の

タックス・クレジットが入ってきていま

したが、来年からユニバーサル・クレジ

ットというかたちへさらに展開していく

ということがありました。 

それからスウェーデンでは、就労のイ

ンセンティブを高めるということで税方

式の改定が行われ、例えば、勤労所得減

税、就労促進税制と言われているものや

失業保険料を引き上げて税控除から除外

したり、就労インセンティブを高めるた

めに税方式でもクレジット方式の導入が

とられているということです。 

次に、財源の変化に応じた社会保障の

変化については、まず担い手の変化があ

げられます。従来は、税方式においては

国家ないしは中央政府、地方政府が大き

な権限を有し、社会保険の場合は労使で

構成する社会保険者が大きな役割を担っ

てきました。それが、先ほど松本先生か

ら詳しいお話がありましたように、近年、

運営主体が非常に多様化してきました

（■「社会保障の担い手における変化」）。

中央政府に対して地方政府の役割が非常

に大きくなっていますし、社会保険の分

野においても社会保険給付の補完ないし

は上積みとして民間保険が入ってきてい

る、あるいは社会保険のウエイトを下げ

て民間保険を拡大するということで、非

常に多様化しつつ、役割分担もかなり明

確化しながら展開しているということが

見られます。 

それから地域社会の役割の変化があげ

られます。先ほど一圓先生の報告では

「福祉の末端の強化」という表現をされ
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ていたと思いますが、地域社会がかかわ

る形で福祉サービスの変化があります。

また、市場機能の強化がかなりみられる

一方で、最近の大きな特徴としては社会

的企業の展開が挙げられると思います。

それだけではなくて、松本先生も言われ

ましたが、非営利組織が拡大し、役割を

担うようになってきているということも

挙げられます。さらに、各保険者間の市

場競争とか、保険者と医療提供者の間の

選別における競争だとか、市場機能を活

用した競争政策も導入され、多様な動き

が展開されています。 

自己責任の強化もみられます。先ほど

言ったことと重なりますが、就労促進と

いうことで、就労して自立しようとして

いる者について国が助けていく、手を差

し伸べるという政策が強化されていると

いう変化があるのではないかと思いまし

た。 

このようにいろいろな変化があります

が、最後に、4 カ国の報告をふまえてこ

れからの社会保障はどういう方向に向か

っていこうとしているのかということに

ついて述べてみたいと思います（■「社

会保障改革の方向（１）」）。 

問題意識としては、ご報告を聞く前に

は収斂方向がどこにあるかということが

あったのですが、どうも収斂はしそうに

ないというのが全体的な印象です。少し

個別的に見ると、まず年金制度について

は公的年金のウエイトはおそらく低下し

ていくだろうと思います。日本では保険

料率ないしは保険料の上限を設定すると

ともに、マクロ経済スライド方式で年金

額の水準を引き下げていくという改革が

行われていますが、他の国でも一般的に

保険料率の上限を設定したり、給付水準

を引き下げたりするという傾向がみられ

ます。 

そうなると当然ながら、老後の所得保

障が問題になるわけですが、公的年金の

低下を補うためには基本的には私的年金、

例えばドイツの場合にはリースター年金

が導入されましたし、イギリスの場合は

もともと大きかった補足的な年金がさら

に強化されています。そのなかでフラン

スは少し違っていて、例外的と思ってい

ますが、おそらく私的年金であった補足

年金が徐々に強化されてきており、社会

保険と同じように国が税制上の控除なり、

補助金を支給していくというかたちで進

んでいくのではないかと思います。 

医療における給付ですが、これは年金

と違って、部分給付が非常に行われづら

いと、つまり病気に対して、「ここまで

の給付ですよ」と言うことは非常に難し

いので、公的給付は維持されていくだろ

うと思います。従来の医療は急性疾患を

中心にして展開されてきたのですが、高

齢化にともなう慢性疾患の増大に対応す

ることが、これからの医療政策として重

要視されていくだろうと思います。 

もう一つ、最近特に問題になっている

のは、遺伝子治療などいろいろな医療技

術が発展して、医療費高騰の最大の要因

になっていますが、これをどのように公

的医療保険制度のなかに繰り入れていく

かということが、非常に難しい対応とし

て出てくるだろうと思います。ただ、そ

ういうことが増えてくると、医療保険に

おいては公的な条件設定をして対応する、
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さらには混合診療の解禁も迫られてくる

と思います。私自身は混合診療の導入に

ついては賛成ではありませんで、当然な

がら保険外併用療養費などでなんらかの

対応ができていくだろうと思っています

が、いずれにしても医療技術の進展に対

する対応が大きなテーマになってくるだ

ろうと思いますし、国によって対応策が

大きく異なってくると思います。 

それから財政においては、従来、社会

保険でやっていたところでも、先ほど話

がありましたように、保険料負担や医療

費負担の上限という問題がかかってきま

すから、そういうことを踏まえて、医療

水準を保つために財源設定としては税の

導入が拡大していくように思われます。 

もう一つは慢性期疾患と関係しますが、

介護との連携が大きな課題になっていく

だろうと思います。これについては、先

ほど、フランスについて従来と多少違っ

たようなかたちの対応策が講じられると

いう話がありました。介護保険をドイツ

と日本がやっていますが、介護保険はい

わば例外的な対応ですし、多様な取り組

み方というものがあると思いますが、い

ずれにしても医療・介護の連携が今後の

課題になっていくと思います。 

先ほど宮本先生の方から詳しいお話が

ありましたが、子ども、若齢者への対応

についての強化があります。逆に言いま

すと、従来の高齢者に対する対応のウエ

イトを下げて、子ども、若齢者への対応

の強化に向かう方向であり、先ほど年金

は上限設定と言いましたが、それに対応

するかたちだと思いますが、そういう方

向に進むだろうと思います（■「社会保

障改革の方向（２）」）。その場合、一つ

は子育て支援ということで経済的支援な

り施設の拡充ということがあるでしょう

し、二つ目は若齢者の雇用対策について、

一方では就労支援、他方では職業訓練と

いうことのウエイトがますます大きくな

っていくだろうと思います。若齢者への

対応については、おそらく民間委託のウ

エイトが高くなっていくことが予想され

ます。 

次はジェンダーの平等化政策ですが、

今回のご報告のなかでは宮本先生が触れ

られましたが、他の方は触れておられま

せん。これは報告者にジェンダー視点が

ないということではありませんが（笑）、

今後の社会保障の展開を考えていく上で、

この点は極めて重要な視点だろうと私は

考えます。宮本先生が言われましたよう

に、従来、男性稼ぎ主型社会というもの

がモデルになっていましたが、それが崩

壊していくなかで、ジェンダー的な視点

の強化がこれからの福祉の新しいあり方

を考える上で、非常に大きなポイントに

なるだろうと私は思っています。 

最後に、最低生活保障についてですが

（■「社会保障改革の方向（３）」）、現在、

ヨーロッパ諸国で大きな課題になってい

る背景としては貧困、社会的排除の拡大

があります。そういうことから、最低生

活保障が大きな課題となり、保障の平等

化、普遍化が強化されるだろうと思われ

ます。そういう意味では選別主義的な方

向より普遍主義的な方向の対応策が強く

なっていく気がします。 

それから「貧困の罠」についてですが、

これは貧困対策において常に出てくる問
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題です。それに対する対応の強化が図ら

れていくだろうと思います。ただ、ユニ

バーサル・クレジットのなかで明らかな

「貧困の罠」の拡大が指摘されていまし

たので、単純に対応の強化を取り上げる

だけでは不十分であり、重層的な対応が

求められているといわなければなりませ

ん。 

今日のご報告の 4 カ国において最低生

活保障について見た場合に、いずれもワ

ークフェア的な対応や政策で一致してい

ると考えていいと思います。その他には

ベイシック・インカム的な方向も考えら

れるわけですが、ここではワークフェア

的な対応策が主体になっており、具体的

な内容は国によって異なっているという

ことだろうと思います。 

非常に早口の報告で申し訳ありません。

時間がまだ残っているかと思いますが、

これで終わります。＜拍手＞ 

 

●討論 

司会（佐藤）： 

土田先生、ありがとうございます。 

では、講師の先生方は前に出ていただ

けますでしょうか。ここから残された時

間はパネルディスカッションというかた

ちで進めていきたいと思います。 

最初の報告、コメントも含め、講師は 

5 名いらっしゃいますので、何回、話が

振れるだろうかと思いますが、コンパク

トなご発言をお願いしたいところです。 

最初は講師の先生方にそれぞれ土田先

生のコメントを受けて、何か一言ずつお

願いしたいと思っています。一巡した時

点で、フロアのみなさまからいただいた

質問用紙について、すべてにお答えする

時間はおそらくないのですが、それぞれ

の先生方にお渡ししていますので、そこ

からピックアップしてご回答なり、議論

していただくというかたちで進めていき

たいと思います。テレビ番組ではないの

で、話す順番は「しゃべらせて」という

声の大きい人から当てていくということ

にしたいと思いますが、発表順というこ

とで、まずは宮本先生から土田先生のコ

メントについてお話しいただきたいと思

います。最長でも 3、4 分までというこ

とでお願いします。 

 

宮本： 

土田先生、ありがとうございました。

それから会場の方からも質問をいただい

ています。これにもお返し申し上げたい

と思います。 

私は「収斂」という言葉を使いました

が、これは、これまでタイプの違ったレ

ジームがあったが、だんだん相互に接近

しているのではないかということだった

のです。これについて土田先生は「収

斂」とは言えないだろうということでし

たが、これは「収斂」という言葉の程度

が違うので、基本的な認識は一致してい

るのではないかと思います。 

土田先生が言われた就労連携型の所得

保障では税の導入が進んでおり、子育て

支援へのシフト、ジェンダー平等の重視

ということがあります。このあたりを考

えると相当近づいてきているのではない

かと思います。ただ、私は「収斂」と言

ったときに、全く重なり合うとは思って

いなくて、むしろ重なり合う前に、新し
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い分岐のようなものが出てくるのではな

いかと思っているのですね。 

つまり就労連携型の所得保障と言って

も、一圓先生によると各国かなり中身が

違っていて、どこまで基本的な保障をし

た上でタックス・クレジットを重ねてい

くのか、また、支援としてどれぐらいサ

ービスを提供していくのか、その度合い

の問題で、新しい分岐が生まれているよ

うにも思います。どこも子育て支援に力

点を置くことでは一致しているのですが、

誰がどこまで、どの程度の自己負担でや

っていくかについては分岐が出てきてい

て、土田先生のいう強い収斂の前に、新

しい分岐が生まれてくるのではないかと

思います。 

それからフレクシキュリティについて

はその通りだと思うのですが、要するに

労働市場を流動化させた上で、きちんと

就労支援をしているということですね。

これは少し宣伝を交えて申し上げておく

と、ヨーロッパ、特に北欧では「フレク

シキュリティからモビケーションへ」と

いう言い方がされています。ちょうど来

週火曜日にデンマークから、コペンハー

ゲンビジネススクール教授のカイ・ペダ

センさんという、北欧理事会にこの分野

で新しい報告書を出した専門家を招いて

モビケーションについてのセミナーを開

くのです。公共職業訓練だけでは次の職

につけなくなってきているということで、

生涯教育、これは日本の趣味と教養的な

世界ではなくて、きちんとした職業に結

び付いた生涯教育ですが、これを体系的

に展開することで重厚なフレクシキュリ

ティを進めていこうという流れが北欧で

は広がっており、「モビケーション」と

いう言葉もこれからキーワードになって

いくのではと思います。 

最後に、最低所得保障に重点がいくの

ではないかということは私も全く一致し

ています。ただ、ナショナルなコミュニ

ティーのなかで最低生活保障をしようと

したときに、その部分に必ずしもナショ

ナルなアイデンティティが同一でない人

たちがたくさん入ってきているのですね。

それがいいか悪いかではなくて、事実と

しての問題なのですが、これが最低生活

保障に大きなハレーションを起こしてい

ることが、ヨーロッパでも、部分的には

日本でも指摘できることではないかと思

います。 

つまり、連帯感が持てないという意識

が芽生えてきていて、それぞれ生活が苦

しくなってくると、場合によっては自分

もあのような境遇になるかもしれないと

いうリスクの共有感覚より、移民の増大

そのものにナショナル・コミュニティー

の危機を感じて、そこにざわざわとした

心の落ちつかなさを覚えるような人が増

えているようなところがあります。そこ

を狙ってヨーロッパでは排外主義なポピ

ュリストの新興政党がどんどん伸びてき

ているのですね。北欧でも、そうした政

党が政治のキャスティングボードを握っ

ています。今度の総選挙で日本もどうな

るかわかりませんが、最低保障の重視と

いうことと連帯の新しいあり方は微妙に

重なって、これからの社会保障の行方を

決めるのではないかと思います。 
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司会（佐藤）： 

宮本先生、ありがとうございます。で

は続いて、一圓先生、お願いいたします。 

 

一圓： 

土田先生、どうもありがとうございま

す。 

いくつかの点に限ってお話しさせてい

ただきたいと思います。例えば年金につ

いて、イギリスには付加年金があって公

的年金そのものがだんだん抑制されてい

って、代わりに民間年金が伸びるだろう

というまとめでした。その通りなのです

が、世界銀行の社会保護局のホルツマン

などが、公的年金がヨーロッパで肥大化

し過ぎたと言うときに、「イギリスを見

なさい、日本を見なさい、こんなに少な

くやっていますよ」と反対の例を挙げる

時にまず最初に出てくるのがイギリスな

のですね。イギリスの公的年金は既にと

ても低く、これ以上下げられないと言う

ことです。 

大きな流れとして、公的年金を抑制し

て民間がそれに代わって伸びていくだろ

うということは認めるのですが、ドイツ

やフランスやスウェーデンとイギリスを

同レベルで論じることはできない。とい

うのは、公的年金は前回のブレア労働党

政権の時にも充実することができなくて、

結局、民間の年金に頼る形となり、それ

を助けるためにたくさん税金が使われて

いるのです。民間の年金を補助するため

に、タックス・エクスペンディチャーと

いうかたちで税を投入しています。それ

を公的年金に回しさえすれば、生活保護

を上回る水準に公的年金の底上げができ

るのですが、実施されません。 

児童手当も同じなのですが、そういう

普遍的な給付が伸びないなかで、「給付

をばらまくのでなく所得の少ない人に集

中しましょう」ということが積み重ねら

れ、その結果それらを統一するユニバー

サル・クレジットができるようになった。

ユニバーサル・クレジット自体は合理的

でよくできているのですが、全体の社会

保障の構造のなかで見ていかないと、い

い制度ができたということには決して言

えないということです。 

もう一つはそれに関連して、最低生活

保障が重要になってきて、それが普遍的

な仕組みになる方向にあるのではないか

という点です。最低生活保障を戦後イギ

リスは、ベヴァリッジプランにそって実

現しようとしました。ナショナル・ミニ

マムの水準を定めて、これをすべての国

民に保障するということにしました。も

しナショナル・ミニマムを全国民、全地

域で達成できれば、最も平等で、所得比

例の給付はいらないわけですね。 

このように、イギリスでは働いている

時の所得に応じて保険料を払って、仕事

のない時にも自分の生活水準を大きく変

えないで維持できるような所得比例制は

否定され、平等主義的なナショナル・ミ

ニマムの給付制度が採用されることにな

りました。先ほどは時間の都合で説明で

きなかったのですが、実際には地域によ

って物価が違います、特に住宅費は大き

く異なります。ナショナル・ミニマムの

給付を設定する上で、住宅費の問題はベ

ヴァリッジも十分認識していました。し

かし「住宅政策を後で完備してくださ
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い」と問題を先送りして、一定の額を住

宅費として算定しナショナル・ミニマム

の給付としました。住宅費一つとっても、

一定の所得で全国民、全国一律に最低生

活を保障するということは、そもそも困

難だったのです。児童手当についてもベ

ヴァリッジは養育費一人いくらというこ

とで計算しますが、実際の子育て費用に

大きな違いがある中で、一律の手当の額

は低くなってしまいました。このように、

最低生活というものを一つの所得額で一

律に保障することは思ったより難しい。

ですから、所得比例の社会保険の中に再

分配機能をとりいれていく方が、より頑

強な社会保障になる。それができなかっ

たために、イギリスは選別的な給付の整

備と合理化の途を辿らざるをえなかった。

イギリスの歴史を見て、そのように思っ

ています。 

 

司会（佐藤）： 

一圓先生、ありがとうございます。で

は、加藤先生、お願いします。 

 

加藤： 

私の方からは、まず土田先生からご指

摘のあった私的年金における上積み機能

の強化について、フランスは少し例外的

ではないかというお話がありました。控

え室で土田先生とお話しさせていただき

ましたが、法定給付に加えてフランスに

は補足制度があります。 

これはさらに 2 段階あって、補足制度

と言うからには基本的には任意でボラン

タリーな組織として出発したのですが、

制度が浸透、普及した背景には、1970年

代に補足制度の強制適用というか、強制

加入が実現したことがあります。さらに

それに、もう一段、任意加入の補足制度

あり、そういう意味では年金の給付を考

えると、3 段階の構成になっています。 

これは法定給付がそもそも最初からか

なり低い給付水準であったために、それ

にプラスアルファの上乗せ給付を実現す

るという補足制度が進展して、それが現

在に至っているのだろうと思います。そ

ういう意味では上積み機能強化はフラン

スの場合は昔からやっていたし、これか

らも伸びていく可能性があるのかなと思

っています。 

それから、もう一つは報告では具体的

にお話しできなかったのですが、医療保

険の給付の維持に関連して、フランスは

先ほども説明しましたが、社会保障財政

法律ということで、毎年、支出目標値を

決めます。これは1997年からずっと目標

値を定めて、3 年のスパンで目標が達成さ

れたかを検証するのですが、面白いこと

にというか、そのオンダムという制度を

つくって1997年にかろうじて 1 億ユーロ

ぐらいの範囲内で実績値が目標値を下回

ったのです。実績値が小さくて済んだの

ですが、それ以降は一貫して目標値を上

回って、赤字が継続する状況にあります。 

さすがにフランス人もなんとかしなく

てはならないといろいろと改正の工夫し

ているところですが、このなかで面白い

と思ったのは、フランスの場合は開業医

と病院では診療報酬のつくり方が違って、

その予算の個所付けはかなり複雑なもの

でした。しかし、オンダムによって政策

がきれいに見えてくることによって、し
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かも目標値が毎年のようにクリアできな

いということもあって、開業医の診療報

酬のコードと病院のそれとを統一化する

ということが、ようやく実現するように

なりました。これは多数の利害関係者の

なかで時間がかかったとは言え、診療報

酬に関する診療行為分類の共通化できた

ということは、ある意味、社会保障財政

法律の間接的な効果として評価すべきで

はないかと考えています。 

具体的な数値が目標値を下回るような

状態になっていませんが、一時期に比べ

ると上回る金額が圧縮されてきたという

ことで、そういう努力は最近フランスで

も徐々に実現してきているのではと考え

ています。これは報告のなかでお話しで

きませんでしたので、ここで補足いたし

ます。以上です。 

 

司会（佐藤）： 

加藤先生、ありがとうございました。

松本先生、お願いします。 

 

松本： 

「収斂」という問題について私の考え

ていることを申し上げたいと思います。 

社会保障はそれぞれの国の歴史や文化、

社会、経済の特性に応じた制度となって

いるわけですから、それを一つの制度に

まとめるのは難しいと思います。例えば、

医療保険では税方式の国と社会保険方式

の国がありますが、それをどちらかに統

一するとか、年金制度でいうと所得比例

年金と定額年金をどちらかに統一すると

いうような意味での収斂が近いうちにお

こるとは考えにくいと思います。 

しかし、土田先生が説明されたような

意味での統一的な改革の方向性は確かに

存在するのではないかと思います。 

なぜ、改革の統一的な方向性が見いだ

せるのかと考えてみると、一つは各国の

直面している状況が非常に似通っている

ためではないかと思います。つまり、高

齢化の進展、就労形態の変化、女性の社

会進出、国際競争の激化などです。 

それから先進国、なかでも今日取り上

げられている国々が属している EU で考

えてみると、私の報告のなかでも触れま

したが、社会保障の負担、特に事業主の

負担が大きくなっていくと、企業はそう

いう国から出て行って、他の国に立地し

ていく可能性があります。このため、各

国が、より魅力的な立地場所となるため

に、社会保障の負担軽減に努力するとい

う共通した方向性があるのではないかと

思います。 

そして、さらに反対のことを言います。

医療における給付について土田先生が挙

げられている４つのことは各国に共通し

ていると思います。しかし、これを具体

的にどういう政策で実現するのかという

と、ドイツでは競争に重点があるし、フ

ランスや日本では公的介入に重点があり

ます。このような違いも、容易に一つの

方向に収斂するというようなものではな

いと思います。ですから、そのように分

けて考えてみないと、一口に「収斂」と

言っても、議論がなかなか収斂していか

ないのではないかという気がします。 

 

司会（佐藤）： 

ありがとうございます。土田先生、い
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かがでしょうか。とりあえず、議論の収

斂はもう少し待っていただいて（笑）、

みなさんに書いていただいた質問用紙は

各先生方にお渡ししております。複数の

先生に対する質問は、お一人ずつの先生

にしかお渡ししていないのですが、各先

生の方から答えておこうと思われたもの

について 3、4 分をメドにお答えいただ

くと同時に、土田先生も含めて他の先生

方に、「これを聞いておきたい」という

ことを最後にポンと言っていただくと、

次に回すときに、それに対しても各先生

にお答えいただくというかたちにしたい

と思います。つまり、他のパネラーに球

を投げてもいいということでお願いした

いと思います。ただし、投げても投げな

くても時間は 3、4 分をメドにというこ

とで、まず宮本先生、お願いします。 

 

宮本： 

ありがとうございます。みなさんから

のご質問は学生の方からのご質問も多い

のですが、平等主義的にお答えしていき

たいと思います。 

「日本では学童保育がありますが、海

外ではどうなっているでしょうか」とい

うことですが、例えばスウェーデンでは、

日本以上に両親ともに就労している場合

が普通ですので、放課後学校については

大変重点が置かれていて、9 歳までの子

どもについて75％ぐらいの子どもが放課

後学校に行っているということです。こ

こでの教育の中身も重要な関心対象です

が、イギリスでは「チルドレン・センタ

ー」といって、放課後の居場所をつくる

ことが低所得家庭の貧困対策になるとい

うことで重視されています。 

それから「幼保一体化は日本でも導入

すべきでしょうか」というご質問です。

幼保一体化は日本では待機児童対策のよ

うになってしまっているのですが、子ど

もの就学前の成長の観点から見ると一番

大切ではないかと思います。そういう意

味では、私は長期的には導入すべきだろ

うと思っています。 

次は「アメリカの社会保障は結局、ど

うなのか」というお尋ねですが、私より

答えるのに適切な方はおられると思うの

ですが、私が理解している限りでは、ア

メリカではソーシャル・セキュリティー

とウェルフェアが全く違う世界になって

しまっているということだと思います。 

ウェルフェアは日本ではいい言葉です

が、アメリカでは福祉に依存する人たち

を養っているというような負のイメージ

が非常に強くて、日本も下手するとそう

いう方向に行ってしまうのかもしれない

という危惧があります。他方、ソーシャ

ル・セキュリティーは自立した市民によ

る社会保険の領域ということで、特に高

齢者のそれは中間層において非常に充実

しています。全米退職者協会、世界でカ

トリック教会の次に巨大な非営利団体が

このアメリカの AARP で3000万人ぐら

い会員がいるのですが、これがガッチリ

とおさえていますので、アメリカの中間

層の高齢者の所得保障は非常によくでき

ているということだと思います。 

それから、少し長いご質問ですが、

「スウェーデンでは就学前教育の事例な

どで保育と貧困政策の重なりがあるが、

日本ではどうなのか」という趣旨のお尋
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ねですが、日本は児童扶養控除など給付

のかたちではありますが、保育サービス

という点では、これからだと思います。

ただ大きな補助金事業、社会包摂などを

行う事業などで貧困世帯を対象にした子

どもたちの居場所づくりなどは日本各地

で始まっていると思います。 

それから最後のご質問ですが、「スウ

ェーデンでは大学が無償化であるなど教

育のチャンスが広がっているが、日本で

はどうなるのか」ということです。日本

は教育を受けて、つぶれない会社に入っ

て、そこで大人になるよう仕込まれ、リ

タイアした後で社会保障ということで、

教育や雇用の社会保障が時系列的につな

がってしまっているのですね。それで教

育の仕組みがやり直しのきかない仕組み

になってしまったと思うのですが、今後

はやはり教育と雇用と社会保障の相互乗

り入れというかたちが広がっていくべき

でしょう。「エデュケア」という言葉が

ありますが、エデュケーションと社会保

障が結び付いていく必要があると思いま

す。社会保障の役割はただ人を保護する

だけではなくて、人が社会とつながる条

件づくり、つまり教育と重なっていくの

であり、これからは日本もそうしたエデ

ュケアの方向に行かざるを得ないのでは

ないかと思います。 

完全に時間をオーバーしています、す

みませんでした。 

 

司会（佐藤）： 

ありがとうございました。では、一圓

先生、お願いします。 

 

一圓： 

いくつか質問をいただきましたので、

お答えできる範囲でお話ししたいと思い

ます。「イギリスについて、就労のあり

方がワークフェアか、アクティベーショ

ンであるかが問題である。戦後福祉国家

がつくってきたナショナル・ミニマムや

シチズンシップをあきらめていいのでし

ょうか。それから、今の連立政府のよう

に公的役割を削減するだけでは問題を悪

化させるのではないか」ということです

が、問題意識は全く同じです。 

「ナショナル・ミニマム」という言葉が

出てきたのですが、私自身はこのテーマに

ついて論文を書いたことがあります。先ほ

ども言いましたように、ベヴァリッジが戦

後の社会保障のデザインをつくって、全国

民に世帯に応じたナショナル・ミニマムの

給付ができるように社会保障を設計しまし

た。これを「ナショナル・ミニマム」と

言ったものですから、この言葉は最低限

の所得を決めるものと理解されてきたの

ですが、もともとこの言葉を使ったのは

ウェブで、彼はあらゆる生活の部面で貧

困に陥らせるような問題を、国民的最低

基準をつくって防ごうと考えました。例

えば環境、賃金、医療などの最低基準を

設けて、貧困の原因ごとに生活を守る基

盤をつくるということを考え、その基準

をナショナル・ミニマムと呼びました。

そういう意味では一定の所得できれいに

物事を解決するという考え方ではありま

せん。私自身も、貧困の原因ごとに普遍

的な制度を整備してその対策をとるとい

う方法が望ましいと思っています。 

残念ながら、戦後のイギリス政府は、
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ベヴァリッジが描いた理念を実現してい

るかのように取り繕って、福祉国家が建

設されたかのような幻想を与え、一定の

所得を保障するナショナル・ミニマムの

制度に固執したため、かえって多くの人

に十分な生活が保障できず、余裕のある

人は民間の制度に頼るようになり、広い

中間層の人たちが社会保障や社会保険制

度をあてにしなくなりました。そうして

普遍的な制度はさらに抑制され、さまざ

まな給付付き税額控除制度によって置き

換えられていったとのだと思います。 

現在のユニバーサル・クレジット制度

は、大変合理的で選別的な制度としては

望ましい制度です。他の国でも就労と所

得保障をリンクする仕組みとして生かす

べき制度で、利用価値はなくはないと思

いますが、それを各国の社会保障の制度

体系の中でどのように位置付けるかにつ

いては、その国で十分に考えられなけれ

ばならないと思います。 

「社会保障の徴収について、公平、中

立、簡易という税の考え方とあまりにも

矛盾しているように思われる」と書いて

くださっていますが、私が取り上げてき

た選別的な給付制度の問題は、税の徴収

制度というより多様な給付制度の問題な

のです。仕事をして収入を増やそうとす

ると、多様な給付制度が重複してその世

帯に影響し、働くとかえって所得が減る

といった問題があるということで、それ

を簡単な制度に代えて就労が世帯にとっ

て不利とならないような制度にしようと

しているということです。 

「貢献主義を背景にした年金、特に厚

生年金制度はたぶん所得比例で、老後の

支給で所得、貧富の差が生まれる。それ

についてどう考えるか」というご質問で

すが、これは必ずしも私に対する質問で

はないかもしれませんが、私は、逆にイ

ギリスが平等主義的な定額のナショナ

ル・ミニマムの給付にしてしまったこと

が、社会保障の貧困をもたらす結果にな

ったと思っています。いろいろな所得で

生活している幅広い中間層のニードを満

たすことができるような、従前所得にリ

ンクした給付制度が維持されれば、それ

に再分配効果を加味することにより、大

多数の人の生活保障を確保できたのでは

ないかと思います。 

関連してイギリスの社会保障における

社会保険の位置付けが低くなっている背

景についてですが、ベヴァリッジ報告に

基づいて定額制の社会保険ができて動き

出した初期の段階で私の先生であるのエ

イベルスミスは所得比例の年金改革案を

労働党の改革案として発表しています。

その提案に保守党は対案を発表しますが、

その内容は民間年金業界が困らない程度

のごく控えめな付加年金を上乗せする制

度で、結局それが現在のイギリスの付加

年金制度の流れを決めることになってし

まいました。 

同じことは児童手当についてもいえま

す。戦後の政府はベヴァリッジの提案を

大きく下回る低い児童手当を維持し、児

童の貧困が大きな社会問題となりました。

そうした中でこれを解決するために十分

な額の児童手当を求める声も強まったの

ですが、結局有子低賃金世帯のための選

別的な制度が設けられるという経緯を辿

っています。 
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次に「失業者や子どもに対する定額手

当の説明がありましたが、例えば市営住

宅や保育サービスの現物給付はどうなり

ますか」というご質問です。住宅給付の

話をしましたが、戦後は公営住宅をたく

さんつくって所得の低い人に住まわせる

政策をとりましたが、政府が直接良質の

安価な住宅を供給するという政策は次第

に下火となります。サッチャー政権の時

には、公営住宅を個人に買わせて持ち家

に変える政策もとられました。所得が低

くて家賃が負担できない人に家賃を補助

するのが住宅給付制度です。公営住宅に

住んでいる人でも民間の賃貸住宅に住ん

でいる人でも住宅給付制度で家賃補助が

されていますが、ユニバーサル・クレジ

ットが実施されますと、その給付の中に

住宅費も含まれますのでなくなることに

なります。児童に対する学校給食の補助

や保育園の費用補助も、ユニバーサル・

クレジットのなかに含めていこうとして

いますので、そういう意味ではわかりや

すい制度になると考えられます。 

配布したレジュメの最後に、ベイシッ

ク・インカムのモデルと負の所得税のモ

デルとその中間に位置する給付付税額控

除のモデルを図示しています。大きな流

れとしては、現在、負の所得税＝公的扶

助からベイシック・インカムへの道を進

みつつあることは確かです。しかし、今

のイギリスのやり方を続けていって理想

的なベイシック・インカムにたどり着け

るかと言えば、私は非常に悲観的です。 

 

司会（佐藤）： 

ありがとうございます。加藤先生、お

願いします。 

 

加藤： 

「医療保険における使用者負担の割合

の高さは、使用者の不満や雇用条件の悪

化を生まないか」というご質問ですが、

日本の使用者にはもっと負担してもらい

たいと思うぐらいですが、フランスの使

用者が12.8％という保険料率に対して異

を唱えているという動きはなさそうです。 

雇用状況の悪化を生んでいるのではな

いかということについては詳しい資料を

持ち合わせていませんのでわかりません

が、フランスはおそらく最近、失業率は

それなりに改善されているといえ、8 ％

ぐらいでずっと推移していますから、影

響がないとは言えないのではないかと思

います。（2008年に7.5％まで低下したも

のの、その後失業率は上昇しており、

2012年初頭には10％の大台に乗った。） 

また、失業者に対して一定程度、早期

に待遇するということについては、社会

的排除に対する費用やいろいろなかたち

の就労連携型の所得保障、最低保障給付

を一方では手当しなければならないとい

うこともあるので、そこはある意味、負

のバランスがとれているのかな、という

気がします。したがって、もし財源の見

直しをするときにはおそらく、社会保護

全体の予算配分を考えなくてはならない

でしょうが、12.8％という使用者の社会

保険の負担率は、一つの焦点になるだろ

うと思います。 

それから「フランスにおいて家族給付

制度の充実について変化がないか、新し

い動向はないか」ということですが、こ
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のあたりはあまり普段、目を通さないと

ころで、最近の新しい動向について、

「これです」というような情報提供でき

るものは持ち合わせていません。しかし

フランスが先進国のなかでも合計特殊出

生率が2.0％と高くなっているのは家族

給付金制度の充実がかなり影響している

と国際的にも認められていると考えてい

ますので、これをあまり大きくいじると

いうことはないと思います。（しかし、

税源の逼迫を理由に給付の削減や所得制

限の復活が意図されており、議論をよん

でいる。） 

それから「CMU に関連して、日本と

30年のタイムラグというのはなぜなの

か」というご質問ですが、これは私が理

解するところでは、日本が国民健康保険

法で地域住民というところに着目して被

保険者資格を与えたということは非常に

画期的なことで、このアイデアはノーベ

ル賞級だと思っています。 

つまり、ドイツもそうですが、ヨーロッ

パ大陸国系の社会保険は職域保険で対応し

ていますので、どうしても組織化できない

ような業種の少ない人たちをどこにはり付

けるかということを考えると、なかなか難

しいものがあります。そういう意味では

フランスも皆保険はなかなか進みません

でしたが、2000年前後に、税金を投入し

て、一気に医療費を無料化するところま

で制度を実現しました。それを見ると、

ある意味、フランスはやはり素敵な国で

はないかと思っています。ただ、グレー

ゾーンにいる人たちもいて、日本の生活

保護の水準で頑張っている人はフランス

にもいるということもあります。満足に

医療提供を受けられない人たちもいると

いうことで、制度としては貧しい人につ

いては一部負担金なしに医療費の無料化

を実現しているということです。 

全体を通しての質問ということですが、

読み上げますと「高齢者の増加による問

題、就学前教育の導入や社会保険料支払

いなどの種々の政策をみると社会保険と

いう制度そのものの必要性、必然性はあ

まり感じられないような気がするがどう

か」というご質問です。私は社会保険守

旧派なので、基本的な生活維持について

自分のことは自分で面倒を見るというこ

とに根ざした相互保障のシステムとして

社会保険はその存在意義を失わないので

はないかと思っています。これは他の先

生方は違うという方が当然、おられると

思いますが、私はそのように考えていま

すので、社会保険の必要性はなお、ある、

と思っています。以上です。 

 

司会（佐藤）： 

ありがとうございます。では、松本先

生、お願いします。 

 

松本： 

最初の質問は、「保険者間の競争は過

当競争などの逆選択のデメリットを生じ

させると思うのですが、ドイツでは具体

的にどのような対策がとられているので

すか」ということです。保険者間の競争

について設けられている制約で最も重要

なものはリスク調整です。これがなけれ

ば、各保険者は、よいリスクを選別する

方向に動くだけで、適正な給付をして保

険料を下げる努力をするとか、給付の質
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を上げる努力をする方向には向いていか

ないと思います。一つ付け加えておきま

すと、先ほど保険者とサービス供給者と

の関係については、集団的な契約から個

別契約に向かう方向が目指されていると

いうお話をしました。現在は団体間の契

約であることから、この両者の関係には

ドイツの国内法としての競争法の適用を

除外するという規定があります。ところ

が個別契約になるとそうは言っていられ

なくなります。このため、ドイツでは、

保険者とサービス供給者の間に競争法を

適用するのかどうかが社会法関係者の重

要な議論のテーマとなっています。 

二つ目の質問は「基礎保障を設けても、

年金を払わなくても基礎保障があるので

いい、という意味で、良くない結果をも

たらすのではないか」というものです。

年金のなかに最低額の保障があると、そ

れは一定額まではいずれの額の保険料を

払っても、年金額は同じということにな

ります。基礎保障制度では、収入や資産

が少ないことを理由に申請をして、年金

とは別の給付を受給することになります。

このような基礎保障があるから年金保険

料を払わなくてもいいと思う人はおそら

くあまりいないのではないかと思います。 

それから三つ目の質問は「被保険者の

獲得競争で敗れた保険者について、その

被保険者はどうなるのか。結局、一つの

保険者による総取りになるのではない

か」というものです。これは実態を説明

するとわかりやすいと思うのですが、競

争が入ってから何が起こったかというと、

一つの大きな変化は保険者の数が減少し

ていることです。これは保険者の統合が

進んでいるためです。その理由は、マー

ケットへのより大きな影響力を持って、

例えば薬剤の購入などをより有利な条件

で行いたいと考えているからです。競争

の前提として、一人の競争者ということ

はあり得ないですが、おそらく保険者の

数は、統合によりかなり減っていくこと

になるでしょう。 

それから最後の質問ですが、「ドイツ

の改革方法で日本のどの制度に応用がで

きそうですか、具体的なものがあれば教

えてください」ということです。私は医

療保険におけるリスク調整を挙げたいと

思っています。もちろん、そのまま日本

に適用できるという話ではありません。

日本の医療保険の場合は、フランスやド

イツと比較すると、制度的にも大きく分

かれており、しかも多数の保険者が存在

し、そのいずれに加入しているかで保険

料負担に差があります。また、加入する

人には、保険料が安い保険者に加入する

という選択権はありません。 

高齢者については各保険者の間で一定

の財政的な調整が行われていますが、そ

の範囲を高齢者以外にも広げていくこと

は考えられるのではないかと思います。

そのときにリスク調整が考えられます。

そう言うと、その後から出る議論として

は、競争はどうするのかということです。

競争は、より質の高い給付、より低い保

険料を医療供給者などと交渉し、実現す

る保険者が存在することを前提にしてい

ます。しかし、すぐにそのような保険者

が出てくるわけではありません。保険者

間の競争の行われていない日本を前提に、

競争を入れる方向にいくのか、国の介入
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を強化する方向にいくのかについてはい

ろんな議論があるのではないかと思いま

す。ヨーロッパの議論を聞いていても、

その両者のどちらが果たして効果的なの

かについては今のところ、いずれにも軍

配は上がっていません。 

 

司会（佐藤）： 

ありがとうございます。 

 

宮本： 

今日はせっかくこれだけの顔ぶれの先

生方が集まったので、ぜひ私からも教え

を請いたいということなのですが、今

次々と「社会保険論者宣言」がなされま

して（笑）、雲行きからすると、どうも

私だけがスウェーデン担当ということで

税方式論者という見方をされるのかな、

と思ったのですが、決してそうではなく

て、医療はともかく、年金については私

自身も強固な社会保険論者です。 

先生方にうかがいたいのは、社会保険

をどうやって守るかということです。と

いうのも、今の社会保障と税の一体改革

の議論のなかで、例えば、経済団体から

ヒアリングするとみんな基礎年金は全額

税方式で、ここに全部、消費税を投入し

てくれという議論です。先ほど加藤先生

が言われていましたが、日本の経営者に

とって社会保険料負担をどう減らすかと

いうことは非常に大事になっています。 

ただ全額税方式で基礎年金をつくると

いうことは、先ほど一圓先生がイギリス

の歴史に照らして言われたことなのです

が、実は私は自分の博士論文を書いたと

きに、スウェーデンの50年代の年金改革

を扱ったのです。そのとき、一圓先生の

イギリス研究も勉強させていただいたの

で、非常に今日は感慨深い思いがあるの

ですが、実は先ほど所得比例部分を含め

て公的な連帯といいますか、社会保険を

維持することが非常に強固な社会保障制

度をつくることになるということで、ま

さにその通りだと思うのです。 

ところが、全額税方式で基礎年金をや

ってくれと言ったときに、そこまで踏み

込んでいっていないのですが、公的年金

は基礎年金部分だけであとは民間かある

いは積み立て方式でいいのではないかと

いうニュアンスがあるわけで、そうなっ

てくると議論の流れとしては、所得部分

を含めた公的年金制度は非常に大きな危

機に立ち至っているだろうと思うのです。

では､全額税方式にしたらどうか、定額

にしたらどうか、ということは、イギリ

スの歴史が示すところによれば、そうす

ると中間層はどんどんそこから離れてい

って民間の保険に入って、定額分はもっ

と下げていいのではないかということで、

今日一圓先生が描かれたようなイギリス

の状態が日本でも予想されるわけですね。 

加藤先生のお話は CSG の使い方で税

の投入を必ずしも全額税方式ではなくて、

連帯を補強するようなかたちで行うよう

な方法について示唆されていたように思

うのですね。松本先生は医療にかかわっ

てのことですが、もちろん年金にかかわ

っても同じ信念をお持ちだと思うのです。

日本が直面している状況のなかで、今全

額税方式を唱えるのは、どんどん年金の

保険料の納入率が悪くなって、仕組みが

倒れるのではないかと懸念されます。 
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日本の政治家は税に逃げたり、社会保

険に逃げたりで、社会保険が危うくなる

と税に逃げて、税がとれないとなると社

会保険の方が保険料を上げても抵抗が少

ないので逃げたりしているのですね。逃

げているうちにどちらも倒れていくとい

う状況のなかで､松本先生が日本の社会

保険を守る処方箋として考えていること

はどんなことなのかなと思ったのですが、

半ば、行政官でもおられるのでおっしゃ

りにくいこともあるかもしれませんが、

あえて口を開いていただくとどんなとこ

ろなのか、これはぜひ土田先生も含めて

お聞かせ願えればと思います。 

 

司会（佐藤）： 

非常に大きな球を投げられて､残り時

間は少ないとは思いつつ、非常に重要な

ポイントだと思います。実は最後に残し

ていた質問用紙がありまして、「日本の

社会保障制度はたびたびの修正変更を行

ってもうまく機能しない、信頼されない

のはどうしてなのですか」というご質問

を、特定の先生ではなくご質問ではなく

て、みなさまにというお話もありました。 

ですので、それぞれのご報告の国の代

弁者として語っていただくもよし、一研

究者として語っていただくもよしなので

すが、今、宮本先生が投げてくださった

社会保険、社会保障をどう守っていくの

か、という観点から、本日の議論を土田

先生も含めてそれぞれの先生なりにまと

めていっていただきたいと思います。 

どなたから手を挙げられますか。最初

にしゃべっておいた方が楽かもしれませ

ん（笑）。 

松本： 

私からお話しします。制度を改革する

こと自体は別に否定されるものではない

し、状況が変われば、それに見合った改

革を行うべきだと思います。また、一旦、

行った改革でも、ドイツの場合のように、

成果を生まないということであれば、も

う一度見直すこともあっていいと思いま

す。 

ただし、一定期間が経つと、財政的な

再見直しをして、それによってまた制度

が変わっていくことで、それが制度への

不信感につながっているようであれば、

それは困ると思います。しかし、本来的

には､社会保険は一つの固定的なもので

はなくて、時代とともに変わる仕組みで

すから、修正自体はあまり否定的に考え

るべきではないと思います。 

連帯に基づく社会保障の必要性は、や

はり訴えていかないと、皆が自然に「連

帯に基づく社会保障は必要だ」というよ

うにはなっていかないと思います。 

実は、昨年、土田先生にお願いしてド

イツ大使館の企画による「ドイツ社会史

展」を早稲田大学でやっていただきまし

た。このような取り組みを通じて、社会

保障がなかった時代はどんな状況だった

のか、いかに苦労して社会保障の仕組み

がつくられてきたのか、そして今、これ

をいかにして維持しようとしているのか、

ということを常に訴えていかないと、連

帯や社会保障の必要性が広く理解される

ことはなかなか難しいのではないかと思

います。 

それから、財源の話ですが、私が言い

たかったことは「社会保険料を上げるの
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が大変になってきたから税で」とか、

「一般会計が大変だから社会保険料で」

ということではなく、社会保険のなかで、

税財源でやるべきものと、保険料でやる

べきものを整理する考え方を示し、それ

に基づき、投入すべき国庫補助額を示し

ていかなければならないということです。

専門家の間でもそれを明らかにする努力

が必要ではないかと思います。 

 

司会（佐藤）： 

では、土田先生の手が上がりましたの

で、お願いします。 

 

土田： 

連帯の話が出たのですが､私は最初の

宮本先生のコメントを聞いたときに触れ

ておきたいと思ったことがあります。そ

れは社会保障における連帯は非常に重要

ですが、社会保険は連帯を育みやすいと

いうことです。 

ドイツの場合は同じ職業、職場なりで

医療保険組織をつくっていったわけです

から、同質性が担保されていたので、連

帯も強かったということです。医療保険

者としての疾病金庫における連帯は、ド

イツの社会保障の一つの基礎になってい

ます。年金保険については企業単位では

なく、世代間連帯、つまり、高齢者に対

して若い人が保険料を払う、自分たちが

年とってきたら次の世代の人が払うとい

うことが基礎になっています。1950年代

改革のときに、世代間連帯を福祉国家の

基礎におくということになり、年金保険

と医療保険は、連帯の基礎は異なってい

るけれども、社会保険というところで強

固な連帯が育まれていたと思っています。 

最近のドイツの変化ですが、松本先生

が触れていましたが、疾病金庫がどんど

ん合併していき、自動車のフォルクスワ

ーゲンと民営化された郵政のドイツポス

トの疾病金庫が一緒になるなど異業種間

の合併が進んだ。そうすると金庫内の連

帯が明らかに弱くなっていくことになり

ます。 

そういう変化に対して、ドイツの議論

では、金庫内の連帯から国民全体への連

帯へとどんどん変わっていくということ

を言っていますが､本当にそうなのか。

私は実態とは異なると思っています。そ

んなに簡単な問題ではないだろうと思っ

ています。そうした組合方式の状況を日

本で見た場合、健保組合は協会けんぽや

国保よりも得をしているということでマ

イナスイメージが強くなり、保険料率も

高くなってきています。私は加藤先生と

同じく社会保険については守旧派なので

すが、健保組合が協会けんぽに移ったり

する状況に対して、一体健保組合が支え

てきた連帯ということはどうなるかとい

うことは常に気になります。 

そういう傾向は強まっていくときに、

何が大事かというと、宮本先生が触れた

教育だと思うのです。特に、年金の場合

は世代間連帯が強くなってきますが、ド

イツでは学校教育できちんと教えていく

と聞いたことがあります。日本でも昔は

子どもが親をずっと支えていかなければ

ならないということがあったのですが、

それを現在は社会的な世代間扶養で支え

ているということの重要性をきちんと教

えていく。医療保険についてもそういう
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ことを教えていくということで、健保組

合はもう少し連帯のメリットを維持して

いく、そうした社会的意義をおさらいし

ていく教育も必要ではないかと思ってい

ます。 

もう一つ触れたいと思ったのは、先ほ

どから就労連携的な福祉の充実を強化し

ていくというお話がありましたが、確か

にそうなのですが、それについて私は若

干のマイナスイメージを持っています。

ハルツ改革を見た場合に、どういう仕事

であれ、ミニ・ジョブなど何らかの仕事

に就けば生活が保障されることになるの

ですが、そこでは自分の仕事が変わるケ

ースが多くなります。 

つまり自分が何をしたいか、どういう

職歴や資格をもっているかということで

職業を選択する、そこでは「ベルーフ」

つまり天職ともいうべき職業概念があっ

たのが、もう何でもいい、とにかく１ユ

ーロジョブで、自分に関係のない単純な

仕事をしたとしても生活を保障すべきで

はないかということは、生活保障と仕事

が分離してしまうのですね。人が生きて

いくことは仕事をすることだと言うと言

い過ぎかもしれませんが、そうした仕事

をする、働くという意味がそこから失せ

ていくことになります。そのことをもっ

と重視しなければならないと思っていま

す。単に仕事さえ与えられれば生活が保

障されるというだけで、そういう就労型

福祉を単純に進めるわけにはいかないの

ではないかと思っています。そこのとこ

ろを一言触れたいということです。 

 

 

司会（佐藤）： 

ありがとうございます。盛り上がって

きたところで時間が残り少なくなってき

ましたが、ごめんなさい、少しだけ延び

ます。 

 

加藤： 

信頼性の問題と財源の問題ですが、私

は割と一体になっているのではないかと

考えています。先ほど、国民健康保険は

ノーベル賞級のアイデアだと言いました

が、同時に税金と保険料の境を無くして

しまった一体改革だということで、オヤ

ジギャグ的に言わせてもらうと、宮本先

生に非常に失礼な物言いになるかもしれ

ませんが、「社会保障と税の一体どこが

改革なのだ」ということです(笑)。 

というのは、フランスは CSG を入れ

るときに、国民連帯と職域連帯と区分け

をするのですね。要するに所得のない高

齢者とか、医療の提供を十分に受けられ

ない貧困者の存在というのは、職域連帯

ではなくて、国民的連帯の結果として、

救済というか手を差し伸べられなければ

いけないのだろうと。それは保険料では

なくて税金だというのが、どうやらフラ

ンスの考え方で、それはいろいろな分野

で広がっていく可能性があるのですが、

年金の部分についてはおそらく最低限の

ところは税金でいいだろうが、それ以上

の部分、従前所得の保障というところは、

当然保険料により職域連帯でやるべきだ

ということについては、おそらくまだ固

い信念が残っていて、フランスは今後し

ばらく続くのではないかと思っています。 

それはある意味、財政規律の問題にも反
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映して、職域連帯は同じような仕事をして

いるからみんなで助け合おうという発想な

のですが、それは逆に言うと、自分たちは

これぐらいしか払えないから、こういう給

付で我慢しようという理屈でもあって、フ

ランスの職域連帯は逆に平等の発想をとっ

ていないのだと思うのです。 

日本の連帯は国民連帯、平等志向で、

そこに重きを置きすぎた結果、今税金と

保険料との区分けをどうするかというと

ころが非常に曖昧になっている。それが

日本の不幸で、実は国民健康保険とか、

国民年金をつくったときに、国民皆年金

という意味では素晴らしいアイデアだっ

たのですが、そのときに少し財源の、区

分けというか、整理の仕方が見えなくな

ってしまったということなのかと考えて

います。 

 

司会（佐藤）： 

では一圓先生、お願いします。 

 

一圓： 

信頼されないというのは本当にさびし

いのですが、国民健康保険による皆保険

がノーベル賞ものだというのは本当にそ

う思っています。今、非正規雇用が多く

て、社会保険が成り立たないと言ってい

ますが、皆保険にしろ、皆年金にしろ、

ほとんど現金収入のない農村の人たちを

全部、被保険者にして制度を実施したわ

けですね。 

よく考えたら素晴らしい制度です。そ

のやり方は所得の少ない人に就労連携型

の保険料納付みたいな形で明確な補助を

するのではなく、財源が十分でない制度

だから何％程度補助すると、大ざっぱな

制度への補助という形で実現している。

実際、国民健康保険に対する国庫補助は、

かつては給付費の 3 分の 2 ほどになって

いました。保険料で全部賄えるのであれ

ば社会保険はいらないですね。誰もが、

自分の保険料で給付が賄えるのであれば、

民間でもできるのですから。 

社会保険として皆保険、皆年金を維持

するということは、所得の低い人が社会

保険に参加できるような国庫負担の入れ

方をしなければならない。国際的に見て

も日本の税収は低いですから、日本では

税の方を上げて社会保険を税で補強する

ようなかたちで皆保険、皆年金を維持す

るべきだと思っています。 

イギリスの社会保障の問題ばかり指摘

しすぎたようですが、NHS という医療

保障の方はうまくやっていまして、これ

は税方式です。北欧も税財源で医療が提

供されていますが、北欧は県税（比例

税）を徴収して県が医療を提供している

ようで、ある意味では地域保険であると

考えられなくはありません。地域で強固

な連帯が保てることが、信頼・安心を確

保する重要な要素ではないかと思います。 

 

司会（佐藤）： 

ありがとうございます。大きなボール

に対する回答が玉になって返ってきたと

ころで、さすがにそろそろおしまいにし

なければならないのですが、ここでボー

ルを投げてくださった宮本先生に、まと

めと各先生のコメントに対する返しを合

わせてしていただこうかと思います。す

みません、突然のムチャブリになってし
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まいましたが（笑）、よろしくお願いい

たします。 

 

宮本： 

ひたすら、勉強になったというところ

です。おそらく、今日のパネラーは中年

以上ということで、会場には若い方がい

て「社会保険を強調すると、また連中に

とって得なのではないか」という疑惑も

招きかねないのですが（笑）、おそらく

年金を含めて必ずしも若い人にとって損

になっていないと思いますが、そこはき

ちんと確かめる必要があろうかと思いま

す。そのためにも、選挙が近づいていま

すが、シルバーデモクラシーを脱却する

ことがとても大切なことです。0 歳から

30歳までの人口は全体の44％で、もちろ

ん20歳まで投票権がないせいもあります

が、得票に顕れているのは30％なのです

ね。65歳以上は人口比では30％なのに

40％の得票になっているということです。

おそらく今度の選挙もこうした大きな問

題もかかわってくると思いますので、こ

れからは民主主義の回路を常に活性化し

続けていくことが連帯の原理を深め広げ

ることにかかわっているのだろうと思い

ます。 

いずれにしても多様な国の多様な話だ

ったのですが、最後のところでは一つの

日本の直面している共通のテーマになり

ました。ムチャブリの話になりましたが､

見事に収斂してきたと思います（笑）。

大変勉強になりました。どうもありがと

うございました。 

 

 

司会（佐藤）： 

宮本先生、ありがとうございます。 

本日は長時間にわたり、「諸外国にお

ける社会保障改革－福祉レジームの新し

いかたち」ということで、シンポジウム

にご参加、本当にありがとうございまし

た。 

諸外国におけるというかたちで、各国、

スウェーデン、イギリス、フランス、ド

イツということで集まっていただいたわ

けですが、どこかの国というより確実に

日本の先生方にご報告いただき､改革と

して何を日本として学ぶか、成功例なの

か失敗例なのか、まさにこれから注目し

ていかなければならないことだと思いま

す。 

今日は、国内外で著名な先生方ばかり

で、私も「ああ、揃っている」というミ

ーハーな気持ちで、論文だったり教科書

だったり、いつもお名前をお見かけする

先生方でしたので、本当に嬉しく思って

います。北海道大学公共政策大学院で、

これだけのシンポジウムを開かれたとい

うことで、本当にご準備から何から大変

だったと思いますし、土曜日のこの忙し

い時期にお集まりのみなさん方、本当に

ありがとうございました。 

みなさま自身と本日のパネラーに拍手

ということで、シンポジウムを終わらせ

ていただきたいと思います。本当にあり

がとうございました。＜拍手＞ 




